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１　はじめに
　2019 年６月末現在における中長期在留者数（１）は 251 万 1,567 人、特別永住
者数は 31 万 7,849 人で、これらを合わせた在留外国人数は 282 万 9,416 人と
なり、前年末に比べ、９万 8,323 人（3.6％）増加し、過去最高となった（法
務省 2019a）。在留資格別では、「永住者」が 78 万 3,513 人と最も多く、次いで、



















































































に、2019 年６月末現在の在留外国人数は、約 283 万人で過去最高となった（４）。









導が必要な日本国籍の生徒数は 9,612 人（６）となり、前回調査より 1,715 人増
加し、調査の開始以来最も多い数となった（文部科学省 2019b：5－ 6）。































行い、日本に住む義務教育学齢相当の外国人の子どもの 12 万 4,049 人（小学




本調査）を分析し、2018 年時点で義務教育の年齢に相当する６歳から 14 歳までの外国
人の子ども 12 万人余りのうち、およそ 8,400 人が「不就学」の恐れがあると発表した


























（９） 　「実際に不就学だったのは 1000 人で、教委が家庭訪問などをしたが就学が確認でき
なかったのが 8768 人いた。さらに 9886 人については住民基本台帳には登録されてい
たが、そもそも確認の対象にしていないため、実態がつかめていない。文科省はこれ
らを合計した１万 9654 人について不就学の可能性があると判断した」という（『日本
経済新聞』2019 年９月 27 日）。

















































（11） 　Washington State Administrative Office of the Courts:Law-related education (LRE) is defined 
in the Law-Related Education Act of 1978 as “education to equip non-lawyers with knowledge 
and skills pertaining to the law, the legal process, and the legal system, and fundamental 
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